
化学物質のライフサイクル全体を通じた環境リスクの最小化を目指すため、2023年9月に採択され
た「化学物質に関するグローバル枠組み（GFC）―化学物質や廃棄物の有害な影響から解放された世
界へ」において合意された戦略的目的に沿って、国際的な観点に立った環境分野の化学物質管理を推進
します。

	 第1節	 ライフサイクル全体を通じた化学物質管理のための	
法的枠組み、制度的メカニズム及び能力構築

GFCの戦略目標Aでは、ライフサイクル全体を通じた化学物質管理のための法的枠組み、制度的メ
カニズム及び能力構築に取り組むことが掲げられています。この目標の達成のため、化学物質の製造か
ら使用、循環利用、廃棄に至るライフサイクル全体を通じた環境リスクの最小化に向け、関係する法的
枠組みや制度的メカニズムの構築に努めます。
化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（昭和48年法律第117号。以下「化学物質審査規制

法」という。）に基づく一般化学物質等のスクリーニング評価及び優先評価化学物質のリスク評価を引
き続き円滑に実施するとともに、関係省の合同審議会において、進捗状況の確認及び進行管理を適切に
行います。
特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（平成11年法律第86

号。以下「化学物質排出把握管理促進法」という。）に基づく化学物質排出移動量届出制度（PRTR制
度）及び安全データシート制度（SDS制度）については、最新の科学的知見や国内外の動向を踏まえ
た見直し及び適切な運用を通じて、事業者による化学物質の自主的管理の改善を促進し、環境の保全上
の支障の未然防止を図ります。
水銀に関する水俣条約に関して、国内では水銀による環境の汚染の防止に関する法律（平成27年法

律第42号）に基づく措置を講じるとともに、条約の決議や法施行後5年を経て実施した法施行状況点
検結果を踏まえた見直しを行います。また、途上国支援等を通じて条約の実施に貢献します。
農薬については、農薬取締法（昭和23年法律第82号）に基づき、生活環境動植物の被害防止及び水

質汚濁に係る農薬登録基準の設定等を適切に実施します。また、既登録農薬の再評価について、円滑に
評価を行うための事前相談に対応しつつ、国内使用量が多い農薬を優先し、評価を進めます。加えて、
農薬登録制度における生態影響評価の充実を図るため、長期ばく露による影響を対象としたリスク評価
の導入を進めます。さらに、生態リスクが高いと考えられる農薬の河川水モニタリングを着実に進めま
す。
非意図的に生成されるダイオキシン類については、ダイオキシン類対策特別措置法（平成11年法律

第105号）に基づく対策を引き続き適切に推進します。
事故等に関し、有害物質の排出・流出等により環境汚染等が生じないよう、有害物質に関する情報共

有や、排出・流出時の監視・拡散防止等を的確に行うための各種施策を推進します。
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	 第2節	 情報に基づく意思決定と行動を支援する知識・データ・	
情報が作成され利用が可能となりアクセスできる状態の確保

	 1	 包括的なデータ・情報の共有促進、生成・公開及び教育、研修、意識啓発

GFCの戦略目標Bでは、情報に基づいた意思決定と行動を可能にするため、化学物質に関する包括
的で十分なデータ・情報が作成され、利用可能な形でアクセスできることが掲げられています。これを
受けて、我が国においても、上流から下流まで及び再生段階を含めたライフサイクル全体を通じた素
材・製品中の化学物質に関する情報の共有の更なる促進や、化学物質の製造や化学物質の移動・排出
データ、及び化学物質の人の生体試料中濃度、ばく露源、生物相や環境のモニタリングデータの収集・
利用しやすい形での公開に努めます。
具体的には、バリューチェーン及びサプライチェーンを通じた情報の共有促進のため、

chemSHERPA、GADSL、製品含有化学物質管理に関する各業界のガイダンス文書、J-Moss等の規格
の整備及び活用を推進するほか、欧州のデジタルプロダクトパスポート（DPP）のように製品のサス
テナビリティ情報をライフサイクルを通じて確認できる枠組み・取組の中において、有害化学物質情報
が併せて取り扱われるような仕組みの導入に向けた検討を進めます。
加えて、PRTR制度により得られる排出・移動量等のデータを、正確性や信頼性を確保しながら引き

続き公表することなどにより、リスク評価等への活用を進め、それらの情報や環境モニタリングで得ら
れたデータを活用することなどにより、災害時の被害の防止に係る平時からの備えを図ります。
さらには、国連GHS文書の改訂に係る情報の把握に努めつつ、GHS未分類の、または情報の更新が

必要な化学物質について、引き続き環境有害性等の情報の収集を行った上で、民間が独自に保有する化
学物質の危険有害性情報を活用し、関係府省と連携を取りつつGHS分類を実施します。
上記を含めたリスクコミュニケーションを促進し、意見交換を通じて意思疎通・意識啓発を図り、よ

り合理的にリスクを管理し削減します。また、化学物質アドバイザーを活用した人材育成支援等にも取
り組みます。

	 2	 リスク評価、廃棄物管理の指針、最良の慣行、標準化ツールの整備等

同じく目標Bの達成に向け、多様な主体による適切な化学物質管理が可能となるよう、化学物質対策
に関する知見の集積のための取組として、特にリスク評価の効率化・高度化や未解明の問題の調査研究
等の一層の推進を図り、環境リスクの詳細な把握とその低減につなげます。あわせて、化学物質に関す
る安全性や持続可能性、安全な代替品、化学物質や廃棄物のリスク削減の社会的なメリットに関する教
育、研修、意識啓発プログラムの策定・実施を促進します。さらに、GHSの利用を引き続き促進しま
す。
具体的な取組として、化学物質審査規制法では一般化学物質等を対象にスクリーニング評価を行い、

その知見及びその製造・輸入等の状況からみて、リスクがないとは言えない化学物質を絞り込んで優先
評価化学物質に指定した上で段階的に詳細なリスク評価を進め、相当広範な地域において被害を生ずる
おそれがあると認められるものを第二種特定化学物質に指定し、所要の処置を講じます。
加えて、化学物質に関する環境中の実態を考慮しつつ、ものの燃焼や化学物質の環境中での分解等に

伴い非意図的に生成される物質、環境への排出経路や人へのばく露経路が明らかでない物質等につい
て、人の健康や環境への影響が懸念される物質群の絞り込みを行い、文献情報、モニタリング結果等を
用いた初期的なリスク評価を実施し、その結果を発信します。
これらのリスク評価の結果に基づき、ライフサイクルの各段階でのリスク管理方法について整合性を

確保し、必要に応じてそれらの見直しを検討します。特に、リサイクル及び廃棄段階において、循環型
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社会形成推進基本計画を踏まえ、資源循環と化学物質管理の両立、拡大生産者責任の徹底、製品製造段
階からの環境配慮設計の更なる推進を図ります。
加えて、WDSの普及等の廃棄物処理法での対応と連携し、廃棄物の処理委託時に提供される情報を

活用することなどにより、処理過程における事故の未然防止及び廃棄物の適正な処理を推進します。

	 3	 ばく露モニタリング

同じく目標Bの達成に向け、化学物質の人の生体試料中濃度、ばく露源、生物相や環境のモニタリン
グデータの収集・利用しやすい形での公開に努めるとともに、各種モニタリング等の効率的な利用を図
ります。
さらには、地方公共団体の環境研究所も含めた研究機関等における化学物質対策に関する環境研究を

推進するとともに、各種モニタリング等の環境に関係する調査の着実かつ効率的な実施並びに蓄積され
た調査データの体系的な整理及び管理を推進します。
化学物質関連施策を講じる上で必要となる各種環境調査・モニタリング等について、各施策の課題、

分析法等の調査技術の向上を図りつつ、適宜、調査手法への反映や集積した調査結果の体系的整理等を
図りながら、引き続き着実に実施します。
また、化学物質の人へのばく露量モニタリング調査においては、人への化学物質の平均的なばく露の

状況を把握するために、対象規模を拡大して血液等の生体試料中の化学物質濃度調査を実施します。
以上の項目で紹介した、ライフサイクル全体を通じた化学物質に関する情報や、リスク評価、モニタ

リングデータ等、データを通じた多様な主体（政府、政府間組織、市民社会、産業界、学術界等）間で
のリスクコミュニケーションを促進します。

	 4	 子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）の推進

環境中の化学物質等の環境要因が子供の健康に与える影響を解明することにより、適切なリスク管理
体制を構築し、安全・安心な子育て環境の実現につなげることを目指し、約10万組の親子を対象とし
た大規模かつ長期の出生コホート調査を着実に実施します。引き続き、全国調査として質問票等による
追跡調査、子どもの成長過程における化学物質ばく露を評価するための学童期検査、参加者の一部を対
象とし、より詳細な内容について実施する詳細調査及び生体試料の化学分析の着実な実施を図ります。
また、遺伝子解析を更に推進し、得られた成果を国内外に発信し、社会還元等を進めていきます。

	 第3節	 懸念課題への対応

GFCの戦略目標Cでは、懸念課題の特定、優先化、対応を順次進めていくことが掲げられています。
この目標達成に向けた取組の一環として、人の健康の保護の観点から、その目標値や基準、管理の在り
方等に関し国際的にも様々な科学的な議論が行われ、社会的に関心が高まっているPFASについては、
引き続きエコチル調査において健康影響に関する知見を集めるとともに、人への化学物質の平均的なば
く露の状況を把握するための血中濃度調査に着手するとともに環境モニタリングを実施します。得られ
た成果は必要に応じて関係省庁及び地方自治体等に周知・共有し、化学物質管理施策につなげられるよ
う連携を行います。
化学物質の内分泌かく乱作用については、EXTEND2022の下で、用いるべき試験法を完成させ、

確立された新しい試験法を用いた試験・評価に乗り出すことも含め試験・評価の加速化を図ります。
欧米で研究が進む新たな評価手法（NAMs）について、我が国においても研究開発を推進し、各法
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令・制度における適切な活用方策を検討します。また、QSAR、トキシコゲノミクス等の新たな評価手
法の開発・活用については、海外で検討が進んでいる有害性発現経路（AOP）も含め、OECDにおけ
る取組に積極的に参加し、またその成果を活用しつつ、我が国においても、これら評価手法の開発・活
用に向けた検討を引き続き精力的に推進します。
複数化学物質の影響評価（いわゆる「複合影響評価」）について、物質の構造の類似性や作用機序の

同一性に着目しつつ、知見の収集及び試行的評価の実施を進め、環境行政として化学物質の複合影響評
価を行う上でのガイダンスを作成します。複合影響評価の推進に向けて、これらの知見を既存のリスク
評価体系に提供します。
ナノマテリアルについては、OECD等の取組を踏まえ、アドバンストマテリアル等の新たな懸念物

質群も含め、知見の充実に努めます。
環境中に存在する医薬品等（PPCPs）については、環境中の生物に及ぼす影響に着目して生態毒性

及び存在状況に関する知見を充実し、環境リスク評価を進めます。
薬剤耐性（AMR）に関して、ワンヘルスの観点からG7札幌　気候・エネルギー環境大臣会合（2023

年）の共同コミュニケにおいて知見の空白を埋める努力を続けることが明記されたことなどを踏まえ、
環境中における抗微生物剤の残留状況に関する基礎情報の収集、人の健康及び環境中の生物に及ぼす影
響に着目した調査を推進します。
プラスチック添加剤等の化学物質による汚染については、プラスチック汚染に関する法的拘束力のあ

る国際文書（条約）の策定に向けた政府間交渉委員会（INC）等の議論の動向を注視し、適宜適切に
対応します。

	 第4節	 製品のバリューチェーンにおいて、より安全な代替品と革新的で
持続可能な解決策の整備を通じた環境リスクの予防・最小化

GFCの戦略目標Dでは、製品のバリューチェーンにおいて、より安全な代替品と革新的で持続可能
な解決策を整備することにより、人の健康と環境への利益を最大化し、リスクを予防するか最小化する
ことが掲げられています。このため、民間部門において、民間企業におけるサステナブル・ケミスト
リーと資源効率性の進展に向けた取組や投資を推進し、財務管理やビジネスモデルへの適正管理の実施
戦略等の統合及び国際的報告基準等の適用への取組が国際的に進められると期待されるところ、その観
点から、製造から廃棄までのプロセスを通した化学物質の管理を目指して、環境配慮設計の促進、より
環境に配慮した化学物質への代替促進、グリーン・サステナブルケミストリーの取組支援、リスク評価
支援（循環利用時を含む曝露評価基盤の整備等）、化学物質排出把握管理促進法に基づく自主管理支援、
市中に存在する在庫の適切な管理等を進め、関係する各主体の取組との連携の更なる向上を図ります。
我が国では従来から、個々の企業における法令遵守と自主的取組を基に化学物質管理が行われてきま

した。近年、ESG投資等、機関投資家が企業の環境面への配慮を重要な投資判断の一つとして捉える
動きが主流化しつつあり、化学物質管理においても先進的な取組を行う企業が適正に評価されるよう、
評価指標の設定等、企業がよりよい方向性を目指すインセンティブとなるような枠組みの構築を進めま
す。
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	 第5節	 効果的な資源動員、パートナーシップ、協力、キャパシティビルディング	
及び関連する意思決定プロセスへの統合を通じた実施の強化

GFCの戦略目標Eでは、化学物質管理に関連する全ての意思決定プロセスへの統合等を通じて実施
を強化するため、国の策定する各種計画等において化学物質と廃棄物の適正な管理を主流化すること、
パートナーシップやネットワークを強化し、適正管理に必要な資金の特定・動員、資金ギャップの特
定、キャパシティビルディングの促進、適正管理に関する費用を内部化することが掲げられています。
これを受けて、国民、事業者、行政等の関係者が化学物質のリスクと便益に係る正確な情報を共有しつ
つ意思疎通を図ります。具体的には、「化学物質と環境に関する政策対話」等を通じたパートナーシッ
プ、あらゆる主体への人材育成及び環境教育、化学物質と環境リスクに関する理解力の向上に向けた各
主体の取組及び主体間連携等を推進します。
新興国等における化学物質管理の強化や、国際的な化学物質管理の協調に向けて、我が国の化学物質

管理に関する経験等の共有を含めた対応を引き続き推進していきます。
特に、アジア地域においては、化学物質による環境汚染や健康被害の防止を図るため、各種のモニタ

リングネットワークや日中韓化学物質管理政策対話、環境と保健に関するアジア太平洋地域フォーラム
等を活用した化学物質対策能力向上支援等の様々な枠組みにより、我が国の経験と技術を踏まえた積極
的な情報発信、国際共同作業、技術支援等を行い、化学物質の適正管理の推進、そのための制度・手法
の調和及び協力体制の構築を進めます。
有効性評価等、水銀に関する水俣条約の実施を水銀対策先進国として積極的にリードし、我が国が持

つ技術や知見を活用しつつ国際機関とも連携し、途上国を始めとする各国の条約実施に貢献します。
さらには、子供の健康への化学物質の影響の解明に係る国際協力を推進します。
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PCB廃棄物については、環境省として、一日も早く処理を完了させるため、引き続き保管事業者等
に対する普及啓発活動等を推進するとともに、環境省、JESCO、都道府県市、経済産業省を始めとす
る関係省庁、事業者団体等の関係機関の更なる連携を図ります。加えて、高濃度PCBは令和7年度で
JESCO事業終了予定、低濃度PCBは令和9年3月の処理期限を迎えるため、期限内処理に向けて関係
機関と連携して取り組みつつ、適正処理体制の確保に努めます。
また、2003年6月の閣議了解及び2003年12月の閣議決定を踏まえ、旧軍毒ガス弾等による被害の

未然防止を図るための環境調査等を、関係省庁が連携して、地方公共団体の協力の下、着実に実施しま
す。また、環境省に設置した毒ガス情報センターにおいて、継続的に情報収集し、集約した情報や一般
的な留意事項の周知を図ります。
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